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科学技術関係予算

アウトプットインプット政策

資源配分方針・評
価など

各府省・資金配分機関
の研究開発プログラム

民間資金
（共同研究等）

論文数、
被引用数・・・

特許

地域貢献など

人材

経済効果

GDP、生産性指標、
雇用 など

社会的効果

安心・安全
文化的な価値

寄付など

アウトカム

人材

科学技術イノベーション政策

他の政策分野
（経済、財政、福祉、安全保障等）

制度改革

（規制・税制・公共調達
など）

＜視点＞

政策目的別
社会課題別
研究分野別
セクター別

など

基本計画・総合戦
略など

相互接続等により関係機関のデータも活用

関
連
付
け

関
連
付
け

科学技術イノベーション政策におけるインプット（資金、人材）からアウトプット、アウトカムに至る情報を体系的に
整備・相互に接続し、国全体の政策や各府省庁・研究助成機関の事業におけるＰＤＣＡサイクル構築に活用。

総合科学技術・イノベーション会議

科学技術イノベーション政策の全体像を俯瞰し、国家戦略、府省横断的な課題についてPDCAを実施

各府省・各資金配分機関
各組織目的・事業目的に応じたPDCAを実施

標準・規格

司令塔機能
の発揮

大学・研究開発法人
等への運営費交付金

海外の動向も視野

エビデンスに基づく政策立案機能の強化について
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総務省

内閣府（CSTI） ※

NISTEP JST JSPS ESRI

本府

文科省 経産省

特許庁 NEDO

研究費
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・・・
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タ

本省 本省 統計局

定
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・
技
術
予
測
等

SciREX

CRD
S

俯
瞰
報
告
書
等

J‐G
LO

BA
L

原データに類するもの

集約データに類するもの

府
省
共
通
研
究
開
発
管
理
シ
ス
テ
ム

K
A
K
EN

科
学
技
術
関
係
予
算

相互接続等により関係機関のデータも活用データベースに類するもの

国
立
大
学
法
人
、
国
立
研
究
開
発
法
人
等
の

デ
ー
タ
収
集
・分
析

国
立
大
学
法
人
、
国
立
研
究
開
発
法
人
等
の

デ
ー
タ
収
集
・分
析

J‐STA
G
E

JD
ream

Ⅲ

特
許
行
政
年
次
報
告
書

（統
計
・
資
料
編
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

知
的
財
産
活
動
調
査

政府関係機関における科学技術イノベーションに関連する情報

・・・

２

科学技術イノベーションに関して政府関係機関が保有するデータは、基本的に各機関がそれぞれ別々に保有し、
組織の壁を越えた情報共有は必ずしも十分進んでいない。

厚
生
労
働
科
学
研
究
成

果
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

AMS :AMEDマネジメントシステム
ESRI :経済社会総合研究所
FMDB :JSTファンディングマネジメントデータベース
JDream III:科学技術文献情報データベースサービス
J-GLOBAL:科学技術総合リンクセンター
JREC-IN Portal:イノベーション創出を担う研究人材

のためのキャリア支援ポータルサイト
J-STAGE :総合電子ジャーナルプラットフォーム
KAKEN :科学研究費助成事業データベース

※ 健康医療分野は内閣官房健康・医療戦略室と連携
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民間投資を誘発できないか（民間の関心はどこか）

最先端の研究開発はどこに向かっているか

技術

人材

機関

論文

知財

標準・規格

資金

製品
サービス

経済
社会

規制・制度

研究（論文）、知財、
標準・規格等を生む
／各分野の
・人材
・機関

課題解決、市場
充足に必要な／
各領域における
・製品
・サービス

これまでの
（今後の）
／各領域における
・社会課題の状況
・市場、経済効果

・自給率
疾病率
資源生産性 等

・売上高
市場成長率
歳出額 等

資金・人材等動向

（インプット）

研究開発等動向

（アウトプット）

経済社会等動向

（アウトカム）

製品、サービスの
核となる／各分野
（各領域）における
・コア技術
・周辺技術

・製品、サービス
・ユーザー
・マーケットシェア
・性能
・単価 等

コア技術、周辺技術に
つながる／各分野の
・研究（論文）
・知財
・標準、規格

人材、機関等
に投入される
／各分野への
・政府資金
・民間資金

・技術マップ
・技術成熟度
・非連続な分野
・画期的な技術

等

・論文数
・被引用回数トップ
10%論文

・国際共著
・パテントマップ
・ISO策定状況 等

・科学技術関係
予算

・民間研究開発
投資動向

・VC投資
・海外FA資金

等

・研究者数
・人材流動性
・大学、研究機関
・ベンチャー企業
・研究開発実施企業
・共同研究 等

誰が（どこが）
牽引しているか

適切に配分（投
入）されているか

競争力は
あるか

経済社会にどう
寄与しているか

どのように資源配分するか どの分野・領域を重点的に狙うか 科学技術は経済社会にどれだけ貢献するか

（貢献しているか／してきたか）
民間投資をどのように誘発するか（民間の関心はどこを向いているか）

エ
ビ
デ
ン
ス

政
策
課
題

デ
ー
タ
ソ
ー
ス

主
要
課
題

科学技術イノベーションに関する情報と政策立案
科学技術イノベーションの政策立案に当たっては、インプット、アウトプット、アウトカムにわたる情報が必要。
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インプット、アウトプット、アウトカムの関係イメージ（一例）
【アウトカムから逆算した微生物応用（プロバイオティクス・マイクロバイオーム）の例】
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時系列分析

統計的分析

構成要素分析

ﾗﾝｷﾝｸﾞ分析

ｸﾗｽﾀﾘﾝｸﾞ分析*

関係性分析

地理的分析

比較分析

複合分析

関係的情報

（著者名、機関名 等）

カテゴリー情報

（分野・テーマ、キーワード 等）

地理的情報

（著者・機関の国名 等）

数的情報

（ページ数、引用文献数 等）

時間的情報

（出版年、被引用年 等）

統計関係類

科学技術研究調査
学校教員統計調査

民間企業の研究活動調査
全国イノベーション調査報告 等

各種調査

博士人材データベース
博士課程修了者進路実態調査
研究者の交流に関する調査 等

論文・特許DB

J-Dream Ⅲ
商用論文データ

商用特許データ 等

その他

企業情報、マーケット情報
社会課題に関するデータ 等

全体俯瞰

ズーム

フィルター

詳細化

探索

ソート

抽出

分析したい情報の選択 適用したい分析手法の選択 分析結果とその活用

総合的なデータベース（エビデンスシステム）のイメージ

各機関が保有する個別データベースでは得られない分析結果

CSTI 独自の情報

科学技術関係予算

府省共通研究開発管理ｼｽﾃﾑ

大学・研究開発法人のデータ

情報属性
（論文の場合の例）

政府全体から見た
より適切な資金配分
（ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ）の立案

若手研究者や
ベンチャーへの
適切な資金配分

ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ等
への適切な資金配分

制度改革の
効果検証

ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、
ﾆｰｽﾞとｼｰｽﾞのﾏｯﾁﾝｸﾞ

の推進

日本の強み・弱みを
踏まえた施策の立案

地域のニーズに
即した政策展開

分析結果・データ
の見える化

政策立案
への活用

政府全体の
資金配分の状況

研究者年代別／
企業規模別の政府
資金の配分状況

萌芽的な研究開発
領域の特定

大学・国研等の運営
状況等の見える化

課題解決に資する
研究・技術シーズ

海外と比較した
日本の強み・弱み

地域経済の活性化に
資する研究・技術

投入される
データ

優れた視認性

統合された
多様なデータ群

情報の属性に着目した分析 容易な操作性

分析手法 分析操作

*互いに似た性質の

ものをグルーピング
する分析手法 ５



平成２９年度
科学技術関係予算

３４，８６８億円
（従来の方法による

集計値）

うち運営費交付金等

11,951億円

独立行政法人
10,451億円 30.0%

大学等
12,641億円
36.3%

内局等
11,776億円
33.8%

うち 施設整備費補助金、
その他補助金 691億円

うち 施設整備費補助金、
その他補助金 1,272億円

うち運営費交付金

9,179億円

うち 独立行政法
人向け財政支出
3,378億円

（※1） 本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除いたほか、現時点での各府省の速報値をとりまとめたものであ
るため、今後の精査により変更があり得る。

（※2） （ ）内は平成28年度当初予算の数値である。
（※3）大学等については、平成27年度当初予算以降、私立大学等経常費補助を運営費交付金に含めるものとする。

我が国研究開発投資と政府研究開発投資

日本の
研究開発投資
181,336億円
（2011年度）

総務省「科学技術研究調査」

政府の研究開発投資は、国全体の研究開発投資の呼び水となるよう、中身やポートフォリオが構築される必要。

行政事業レビューシートの活用等により、科学技術イノベーション政策の全体像を具体的に確認し、投資効果を最大
限引き出すとともに、伸長すべき政策目的・分野への拡充を図るべき。

全体の３分の２を占める大学等への科学技術関係予算について、政策目的別・分野別の状況など必要な情報収集を
検討すべき。
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インプットからアウトプットまでデータ全体を関連付け

国立大学法人・研究開発法人の分析構造（イメージ）

研究者・
研究補助者等

建物・
研究設備等

公的資金

その他外部資金

ヒト

モノ

カネ

運営費交付金

競争的資金等

受託・共同研究

寄附金等

論文

特許

人材育成

地域貢献

人件費

減価償却費

研究費等

研究費

管理的経費
（光熱水料等）

教育その他経費

研究活動に
関するデータ
（非財務情報）

教育その他の
活動に関する

データ
（非財務情報）

IR

・
・
・
・
・
・

附属病院
経営データ
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研究開発

産業振興

健康長寿

国土強靭化

R&D機能の向上

大学改革、研究開発
法人の機能向上 等

・
・
・

国による様々な事業（サービス等の提供）

政府の活動（政府予算）

経済成長

社会的課題の解決

（健康長寿、
国土強靭化、

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ制約克服、
人材育成 等）

アウトカム

アウトカム
の改善・向上

Ｓｏｃｉｅｔｙ 5.0の実現解決されるべき課題（状況の提示）

課題の解決に資する技術

政府における研究開発機能の向上と各事業での科学技術の活用

アウトカムの向上による
資金、人材の追加的獲得

環境・エネルギー制約克服

人材育成

各事業における
科学技術の活用
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【参考】一般に提供されている公的統計の機械判読可能性について

公的統計の利活用を促進するには、機械判読可能な形（例えば、csvファイル形式など）で提供される必要がある。
しかしながら、現在 e‐Stat で提供されている公的統計は、必ずしも機械判読可能な形で提供されていない。

上記のほか、以下のようなケースも散見され、これらも機械判読は困難である。
・１つの統計表が、複数のExcelシートやファイル分割されている。
・１つのExcelシート内に、複数の表が（縦や横に）連続して張られている。
・表側や表頭の項目が入れ子構造となっており、人が見ても識別困難な場合がある。

例えば、以下のような形で情報される公的統計は、機械判読が困難。現在、e‐Stat 上の公的統計は、様々なパターンの機械判読困難
な形式で提供されており、データクリーニングの自動化は困難。現在は人手によるかなりのデータクリーニングが必要とされる状況。

９



【参考】公的統計の整備に関する基本的な計画（抄） （平成26年3月 閣議決定）

第１ 施策展開に当たっての基本的な視点及び方針

（前略） 公的統計は、「証拠に基づく政策立案」（ evidence‐basedpolicy making）を推進し、学術研究や産業創造に積
極的な貢献を果たすことが求められている。・・・（以下略）

５ 統計データのオープン化・統計作成過程の透明化の推進

統計の作成方法や推計方法等に係る品質表示の改善に加え、プロセス保証の導入を検討するなど、統計作成過程に
おける透明性の一層の向上を図る。

また、オーダーメード集計について、利用条件を緩和する方向で検討を行うなど、セキュリティレベルや匿名性の程度
を踏まえ、統計データの利用形態に応じた提供を検討する。・・・（以下略）

第３ 公的統計の整備に必要な事項

４ 統計データの有効活用の推進
(1) 調査票情報等の提供及び活用

（前略） 骨太方針においては、統計データの透明化・オープン化等を、第Ⅱ期基本計画の策定に反映し、その推進を
図ることとされており、調査票情報等の提供及び活用に係るサービスの充実や利用条件の見直し等による一層の利用
拡大が求められている。

このため、調査票情報等の提供及び活用については、セキュリティレベルや調査票情報等の匿名性の程度に応じた
利用形態ごとの特性、諸外国における取組状況等を総合的に勘案した上、法制度上の整理を含め、以下の取組を行う。
その際、効率性及び利便性の観点から、政府一体として一元的な取組を推進する。

① オーダーメード集計における利用条件の緩和に向けた検討

② 調査票情報の提供におけるリモートアクセスを含むオンサイト利用やプログラム送付型集計・分析の実現に向け
た整理・検討

③ 匿名データの作成及び提供における提供対象統計調査の種類や年次の追加等によるサービスの充実
・・・（以下略）

(2) 政府統計共同利用システム等による統計データの共有・提供の推進

（前略） 政府統計共同利用システムの情報提供機能については、利用者のニーズを踏まえた改善を図るとともに、ＡＰＩ
機能の提供や統計ＧＩＳの充実等についても検討する。

１０



【参考】統計改革推進会議最終とりまとめ（抄）（平成29年5月 統計改革推進会議決定）

はじめに

（前略） ＥＢＰМを推進するためには、その証拠となる統計等の整備・改善が重要である。また、ＥＢＰМを推進すること

により、ユーザー側のニーズを反映した統計等が一層求められ、政策の改善と統計の整備・改善が有機的に進むこと
から、ＥＢＰМと統計の改革は車の両輪として一体として進めていく必要がある。 （以下略）

３．ユーザーの視点に立った統計システムの再構築と利活用促進

（１）各種データを用いた統計的分析の推進

① 各種データの利活用推進のための統計関係法制の見直し

ＩＣＴの発展に伴うデータ処理・分析能力の高度化や、客観的な証拠に基づく政策立案・学術研究の必要性の高まりな
どに対応し、統計及び統計ミクロデータの更なる利活用とともに、新たに行政記録情報や地方自治体・民間が保有する
各種データの積極的な利活用も統計システムに組み込んで、統計等データを始めとする各種データを有機的・効果的
に利活用した統計的分析などを積極的に促進する。・・・（以下略）

② 各府省の保有する統計等データの提供等のための仕組み
（ア）統計等データの提供等の判断のためのガイドラインの策定

（略）

・秘匿性の高い統計等データであっても、その一部でも提供できないか、匿名化して提供できないか、匿名化が困難な
場合についてオーダーメード集計やオンサイト施設での利用ができないか等、総合的かつ前向きな検討を行うこと

・政策活用目的で各府省及び地方自治体の職員が統計等データを利活用する場合は、柔軟に提供することとし、その
際のセキュリティ確保等の状況を踏まえ、研究者による研究目的、さらにそれ以外の目的への利活用拡大を検討する
こと ・・・（以下略）

④ 統計等データの利活用促進のための取組の継続
（略）

・機械判読可能な形でのデータ提供、多くのユーザーが加工・作成すると見込まれる統計表の提供等によるユーザー
による加工コストの引き下げ
・統計表の迅速な公表
・データ提供の迅速化、ＡＰＩ機能によりユーザーがデータを自動で取得できる環境の構築 ・・・（以下略）
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